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政策目的別都市づくり方針の記載に関する参考資料 
 
「政策目的別都市づくり方針」本文の記述内容を補足する事項等を参考資料としてまとめた。 

 本資料の構成は以下のようになっている。 
 
各政策目的別補足 

１ 災害に強い都市の実現（防災都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

２ 人が優先された交通基盤の整備（交通都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・10 

３ 文化を軸としたにぎわいと活力の強化（文化・観光及び産業都市づくり方針）・・・・12 

４ 良好な住環境の形成（住宅・住環境都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・・16 

５ 低炭素型都市への転換（環境都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 

６ みどりの豊かな憩いの創出（みどりの都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・26 

７ 美しい都市空間の形成（景観都市づくり方針）・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 

８ 東京の魅力を担う池袋副都心の再生（副都心の都市づくり方針）・・・・・・・・・・31 

将来都市像 

隣接区の都市計画マスタープラン（将来都市像）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 
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１ 災害に強い都市の実現（防災都市づくり方針） 

１－①首都直下地震の切迫性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会報告」（平成 17 年７月） 

内閣府「平成 22 年版 防災白書」 

１－②豊島区内の木造住宅密集地域 

 
 

 

 

「東京都防災都市づくり推進計画」整備地域（豊島区部分）

整備地域： 

地域危険度が高く、かつ、特に老朽化

した木造建築物が集積するなど、震災

時の大きな被害が想定される地域を

整備地域とする。 

出典：東京都「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年１月）

首都地域では，大正１２年に関東地震（関東大震災）が発生し，未曾有の大災害を引き起こ

した。関東地震の地震のタイプは，いわゆる「海溝型」の地震であり，その規模はマグニチュ

ード８クラスという巨大地震であった。首都地域では，このような海溝型の巨大地震は２００

～３００年間隔で発生するものと考えられている。 
次の海溝型の地震に先立って，プレートの沈み込みによって蓄積された歪みの一部が，いくつ

かのマグニチュード７クラスの地震として放出される可能性が高く，次の海溝型の地震が発生

するまでの間に，マグニチュード７クラスの「首都直下地震」が数回発生することが予想され

ており，その切迫性が指摘されている。 
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■東京都木造住宅密集地域整備事業実施地区一覧表（豊島区部分抜粋）平成２４年４月１日現在 

区 地区名 面積 事業期間 

豊島区 

東池袋四・五丁目 19.2ha 昭和 58 年度～平成 24 年度

上池袋 67.1ha 平成 3 年度～平成 27 年度

池袋本町 63.6ha 平成 17 年度～平成 26 年度

出典：東京都都市整備局ホームページ 

１－③防災生活圏 

 
防災生活圏：延焼遮断帯に囲まれた圏域。火を出さない、もらわないという視点から、市街地を

一定のブロックに区切り、隣接するブロックへ火災が燃え広がらないようにするこ

とで大規模な市街地火災を防止する。防災生活圏は、日常の生活範囲を踏まえ、お

おむね小学校区程度の広さの区域としている。 
出典：東京都「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年１月） 
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１－④「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」（東京都平成 24 年 1 月） 
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出典：東京都「『木密地域不燃化 10 年プロジェクト』実施方針」（平成 24 年１月） 
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１－⑤木密地域不燃化 10 年プロジェクトの「特定整備路線」の候補区間（平成 24 年 10 月 31 日） 

 
出典：東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクトの「特定整備路線」の候補区間」



 7

１－⑥帰宅困難者の発生 

■首都圏 

 
■豊島区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○帰宅困難者の大量発生による影響 
東日本大震災により大量に発生した帰宅困難者により、池袋駅などの構内、地下通路、駅

前広場などに多くの人々が滞留した。また、徒歩帰宅を始めた人々によって駅周辺、幹線道

路が激しく混雑した。 
○区の対応 

豊島区内では、震度５弱を記録し、人的被害はなく、大規模な被害はみられなかったが、

震災当日は、池袋駅を中心として多くの帰宅困難者が発生した。区では、区役所本庁舎、豊

島公会堂、区民センターをはじめ、勤労福祉会館や区民ひろばで緊急的に帰宅困難者を受け

入れ、区立小中学校１３か所も開放して飲料水や毛布等を提供した。 
また、駅周辺の大学やホテル等における積極的な対応もあって、１万人を超える帰宅困難

者が施設で一夜を明かし、大きな混乱は避けられたものの、対策の緊急性、重要性が浮き彫

りとなった。 
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出典：「豊島区帰宅困難者対策計画」（平成２４年３月） 
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１－⑦局地的な大雨と雨水流出量の増大 

 
出典：気象庁「近年の大雨による主な災害」 
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■道路未改良の状況

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

千代田区

中央区

港　区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

北　区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

豊島区

区部

未改良

未改良の内3.5ｍ未満
（データ無し）

（データ無し）

平成22年４月１日現在 　東京都統計年鑑（資料：東京都道路現況調書）より作成

 

２ 人が優先された交通基盤の整備（交通都市づくり方針） 

２－①狭あいな生活道路 

■道路未改良の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：東京都統計年鑑（資料：東京都道路現況調書）より作成

豊島区の平成 22 年４月

現在の道路の未改良状況

は約 30％である。23 区内

では下から４番目となっ

ており、整備が遅れている

状況にある。 
また、豊島区の未改良道

路の幅員 3.5ｍ未満の道路

がほとんどである。 

出典：「豊島区の街づくり 2011」

■狭あい道路拡幅整備の実績 

豊島区内に狭あい道

路は約 22 万ｍあり、拡

幅整備は昭和 63 年度か

ら平成 21 年度までに

9,780 件（延長 124,366
ｍ）実施されている。 
整備率は約 28.8％と

なっており、毎年１％程

度整備が進んでいる。 
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２－②豊島区 橋梁の長寿命化修繕計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：「豊島区 橋梁の長寿命化修繕計画」（平成 24 年 3月） 
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３ 文化を軸としたにぎわいと活力の強化（文化・観光及び産業都市づくり方針） 

３－①各拠点の特性 

■各拠点 500ｍ圏内の用途別施設数（レーダーチャート）と鉄道一日平均乗降車人員等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※施設数、バス発着便本数は、豊島区のＨ21 年度調査「福祉のまちづくりガイドマップ作成」報告書

による。 

※各駅の１日平均乗降車人員は平成 23 年度（東武鉄道のみ 22 年度）結果 
出典：豊島区「池袋駅地区バリアフリー基本構想」（平成 23 年 4月）、各鉄道事業者ホームページ

平成 18 年度建物現況より作成
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３－②文化資源・施設の分布 

■祭事・イベント開催地 

 

 

出典：「豊島区文化政策推進プラン」（平成２２年３月） 

３－③外国人等の多様な居住者や来訪者 

■外国人登録者の推移 

 
出典：「としま政策データブック 2012」 

東部地域

中央地域

北部地域

西部地域 

南部地域
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■来訪者 

【来街者意向調査】 

調査地点：池袋地区 5ヵ所・区内 10 ヵ所・平成 15 年度調査地点 7ヵ所、計 22 ヵ所 

調査期間：平成 23 年 4 月～平成 24 年 2 月まで、平成 24 年 3 月 

 
【観光振興アンケート調査】 

調査期間：平成 23 年 4 月～平成 24 年 3 月まで） 

 

出典：豊島区「来街者動向調査結果報告書」（平成 24 年 3月） 
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■従業地・通学地による人口 

流入・流出先トップ１０ 

   ;流入人口 
   ;流出人口 

埼玉県

千葉県

神奈川県 

9,303

4,898

7,107

6,001

8,578

4,279

3,816

3,499

2,204

2,062 

64,897

16,471 

16,462

16,387

16,378 

7,380 4,479

4,010 

3,822 

3,674

 

 

資料：平成 22 年国勢調査より作成
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４ 良好な住環境の形成（住宅・住環境都市づくり方針） 

４－①人口・世帯の動向 

■人口の推移 

 
■世帯数の推移 

 
■外国人登録者数の推移 

 
出典：「としま政策データブック 2012」 
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４－②住宅地の地域特性 

■平成 18 年土地利用現況調査 

 

■平成 18 年土地利用現況調査_住宅用地のみ抽出 

 
■平成 18 年土地利用現況調査 地域別住宅用地の状況 

  

合計 独立住宅 集合住宅 

㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％ 

東部地域 3,277,471.5 25.2 635,913.1 23.0 714,990.4 26.5 

北部地域 1,147,251.1 8.8 266,797.3 9.6 279,167.3 10.3 

中央地域 2,866,499.7 22.1 314,334.0 11.4 454,870.5 16.8 

南部地域 2,335,720.4 18.0 500,429.2 18.1 477,307.5 17.7 

西部地域 3,357,499.3 25.9 1,047,381.7 37.9 774,727.6 28.7 

豊島区 12,984,442.0 100.0 2,764,855.3 100.0 2,701,063.3 100.0

出典：豊島区都市整備部都市計画課「平成１８年度土地利用現況調査結果集計(平成 19 年 3月)」より作成 

出典：「平成 18 年度土地利用現況調査」より作成

比較的戸建て

住宅の多い住

宅地 

比較的共同住

宅が多く密集

した住宅地 

池袋副都心周

辺に広がる商

業業務地 

工場等が立地して

いたが近年マンシ

ョンへの建替えが

進む 

出典：「平成 18 年度土地利用現況調査」より作成

土地利用現況図
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■土地利用面積でみる地域別住宅立地状況（面積、地域全体からみた割合） 

独立住宅と集合住宅の立地状況（土地面積）
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独立住宅と集合住宅の立地状況（土地面積の割合）
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

集合住宅の面積割合

独
立
住
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面
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割
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■延床面積の総数でみる地域別住宅立地状況（面積、地域全体からみた割合） 

独立住宅と集合住宅の立地状況（延床面積）
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独立住宅と集合住宅の立地状況（延床面積の割合）
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■建物棟数でみる地域別住宅立地状況（棟数、地域全体からみた割合） 

独立住宅と集合住宅の立地状況（建物棟数）

東部地域
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独立住宅と集合住宅の立地状況（建物棟数割合）
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出典：豊島区都市整備部都市計画課「平成１８年度土地利用現況調査結果集計(平成 19 年 3月)」より作成 
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４－③接道不良住宅 

 
 
 

 
 

４－④マンションストックの増加 

 

 

 

 

 
 

 

豊島区は建築基準法で求められている幅員 4ｍ以上の道路に接しない住宅の割合が、43.3％
と高くなっている。23 区で比較すると中野区に次いで 2 番目に多くなっている。 

出典：「豊島区住宅マスタープラン」（平成 21 年 3月）

築 30 年以上マンション 

豊島区では近年マンションストックが増加する中で、昭和 56 年頃にも多くのマンションが

建されており、その当時のマンションは現在築 30 年を迎えている。 
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４－⑤豊島区住宅マスタープランの住宅市街地ゾーンの設定 

① 住宅・住環境維持向上ゾーン 良好な低層住宅地として形成されている地域で、住宅・住環

境の維持向上を図る地域。 
② 住宅・住環境整備ゾーン 一般的な住宅地として形成されている地域で、良好な個別更

新や総合的、計画的な面的整備により住環境を改善していく

地域。 
③ 都市居住型開発誘導ゾーン 副都心商業業務ゾーン、商業業務系複合ゾーンの周辺地域及

び幹線道路の沿道等で、土地の高度利用により中高層都市型

住宅の供給を誘導する地域。 
④ 住工複合ゾーン 住機能と工場等産業系機能の混在する地域で、職住一体の地

域として住環境と生産環境の調和を図る地域。 
⑤ 商業業務系複合ゾーン 池袋駅以外の JR、私鉄および地下鉄各駅周辺地域で、商業

業務を中心としながらも住機能を確保する地域。 
⑥ 副都心商業業務ゾーン 池袋駅周辺とサンシャインシティ及び両者にはさまれた地

域で、広域的な商業業務機能等、魅力ある副都心機能の充実

を図る地域。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「豊島区住宅マスタープラン」（平成 21 年 3月） 
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４－⑥地区計画の策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「豊島区の街づくり 2011」より作成 

出典：「としま政策データブック 2011」

地区計画区域図

地区計画区域の概要

豊島区全域に占める地区計画の決定区域の割合は約 8.8％である。 

豊島区で決定している地区計画には、①都市計画道路の事業化等に伴う土地利用の変化にあ

わせて策定した地区(９地区)、②豊島区街づくり推進条例に基づく区民からの申出により策定

した地区(２地区)がある。＜「としま政策データブック 2011」より＞ 

：区民からの申出により策定した地区
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４－⑦高齢者向け住宅 

 
 
 
 
■高齢者住宅の管理戸数 

 
■高齢者向け優良賃貸住宅 

高齢者向け優良賃貸住宅：高齢者が安全に安心して居住できるように、バリアフリー化され、緊

急時対応サービスの利用が可能な良質な民間の賃貸住宅。 

 
出典：「豊島区住宅マスタープラン」（平成 21 年 3月） 

23 区の高齢者住宅及び高齢者向け優良賃貸住宅、安心住まい提供事業を合計した戸数を比較

すると、豊島区は 4 位になる。また、高齢者世帯 1,000 世帯あたり（国勢調査 H17）の戸数で

みると 2 位となり、23 区で高い水準となっている。 
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４－⑧セーフコミュニティ 

出典：豊島区セーフコミュニティ推進協議会「セーフコミュニティ認証に向けた基本方針」（平成 22 年 11 月） 

 

■セーフコミュニティ国際認証決定（平成 24 年 5 月） 

 
出典：「広報としま 5月 21 日号」（平成 24 年） 

「セーフコミュニティ」とは、「けがや事故等は、偶然の結果はなく、原因を究明することで

必ず予防できる」という理念のもと、生活の安全と健康の質を高めていくまちづくり活動である。

ＷＨＯ協働センターでは、セーフコミュニティに関する世界的な認証制度を推進している。

安全と健康の質を高めていく「決意」と「技術」を持ち、部門を越えた連携・協働を広げなが

ら、将来にわたって活動を継続できると認められた都市に世界認証が与えられる。 
「セーフコミュニティ」は、認証制度の名称であるとともに、その認証を受けた地方自治体

（州や郡、市町村、あるいはその一地域）によって構成される国際的なネットワークでもある。
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４－⑨区営住宅・区民住宅 

■区営住宅 

 
 
 
 
 
 

 
■区民住宅 

 
 
 
 
 

 
出典：「豊島区住宅マスタープラン」（平成 21 年 3月） 

区営住宅は、最低居住水準の住宅を民間住宅市場において自力で確保することが困難な低額

所得者に対して、区が民間賃貸住宅よりも低廉な家賃で賃貸する住宅である。 
 区では、都営住宅の区移管を実施することで、区営住宅の供給を進め、平成 20 年 4 月現在、

9 団地 175 戸を管理している。また、区内には都営住宅が 9 団地 1,379 戸（母子住宅を除く）

あり、区営住宅とあわせた公営住宅戸数は 1,554 戸になる。そのうち 4 団地 202 戸が移管の対

象となっている。 
 区営住宅の管理状況を 23 区で比較すると、豊島区は戸数では 17 位である。 

区民住宅は、ファミリー世帯を主な対象として、中堅所得層が負担可能な家賃で住宅を賃貸

し、定住化を促進することを目的に、一定の基準に従って民間が建設した住宅を 20 年間借上

げて運営する特定優良賃貸住宅である。 
 平成 20 年 4 月現在、17 団地 324 戸を管理運営している。 
同種の住宅として都民住宅があり、区内では 293 戸が供給されている。 

 住戸タイプは、2LDK と 3LDK が中心で、住戸面積は 65 ㎡を中心に 55～70 ㎡程度である。
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５ 低炭素型都市への転換（環境都市づくり方針） 

５－①熱をためやすいアスファルトやコンクリート 

■日最低気温の平均（2005/7/20～2005/9/30） 

 
 

５－②豊島区のヒートアイランド現象（熱分布）の状況 

 
 
 
 

■豊島区の熱分布図

学校の校庭や道路、建物の屋根など、アスファルトやコンクリートで覆われた部分の表面温

度が非常に高温になっているのに対し、雑司ヶ谷霊園、染井霊園、学習院大学など、緑が多い

地区の表面温度は低くなっている。また、区の北部や西部などの住宅地も高温域となっている。

都心部を中心に、気温の高い地域が広がって

いる。 
これらの地域では地表面のコンクリート化

やアスファルト化、緑地の減少といった「地表

面被覆の人工化」により、日中蓄えられた熱が

夜間に放出されることと、夜間も続く「人工排

熱の発生」により、（日最低）気温が下がりに

くくなっている。 

出典：東京都「東京都環境基本計画」（平成 20 年 3月）
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出典：「としま政策データブック 2012」

 

６ みどりの豊かな憩いの創出（みどりの都市づくり方針） 

６－①２３区の緑被率 

 

 
６－②区民からの公園等に対する要望 

（豊島区都市計画マスタープラン改定のための区民意識・意向調査より） 

■地域の環境に対する「現在の満足度」 

 
 
 
 
 
■豊島区にふさわしい街並み 

 

 

 

 

 

 

 

 

■水や緑などの潤いあるまちづくりに向けて、重点的に行うべきこと 

 

 

 

 

 

 

 

豊島区の緑被率は 23 区の

中で 19 位となっており、

一位の練馬区の約半分と

なっている。農地や国、都

の大規模な公園・緑地がほ

とんどないことが大きな

要因と考えられる。 

①満足 ②やや満足 ③やや不満 ④不満 ⑤無回答

51.3

43.3

34.7

29.1

22.8

31.7

41.8

41.3

16.2

10.3

6.0

6.5

8.0

12.2

14.7

20.4

1.7

2.6

2.7

2.8

自宅周辺の生活道路の整備状況

近隣の公園・緑地の整備状況

街並みや景観の美しさ

みどりや自然の豊かさ

快
適
性

53.9%

35.6%

33.4%

22.3%

21.9%

17.9%

7.7%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

N=1705

①水や緑を感じられる潤いある街並み

②歴史や文化を感じられる街並み

③住宅街の落ち着いた街並み

④建物などの色あいや形など、周辺と調和の図
　られた街並み
⑤地域特性に応じた高さに統一感のある街並み

⑥にぎわいが連続する街並み

⑦高層建物などによる都会的な街並み

⑧無回答

凡　例

55.9%

47.3%

31.5%

22.9%

18.8%

15.9%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

N=1702

①並木や緑道、街路樹などによる、みどりの
　ネットワークづくり
②緑にふれあえる身近な公園や広場づくり

③まとまった緑が感じられる緑地づくり

④水辺や樹林の整備など、生物多様性に配慮し
　た環境づくり
⑤生垣などによる、身近な緑が連続した街並み
　づくり
⑥水にふれあえる身近な親水空間づくり

⑦無回答

凡　例
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６－③区内に少ない大規模公園 

■公園等整備状況 

 
出典：「豊島区みどりの基本計画」（平成 23 年 3月） 

６－④緑被地分布区域図 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「豊島区みどりの基本計画」（平成 23 年 3月） 

池袋駅、大塚駅、巣鴨駅周辺は緑被の分布が非常に少ないが、一方で住宅地を中心に小規模

な緑被が多く分布していることが分かる。このように大規模な緑地のほかにも、住宅地等の庭

木等も重要なみどりとなっている。 
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６－⑤地上部の緑地の約７割は民有地が占めている 

→豊島区みどりの基本計画（平成 23 年 3 月）p.36 記述より 

 

６－⑥小規模な公園の設置数は充足 

→豊島区みどりの基本計画（平成 23 年 3 月）p.49 記述より 

 

■公園等整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「豊島区都市計画図」「豊島区都市公園等現況図」より作成 

 

６－⑦グリーンとしま再生プロジェクト 

出典：豊島区ホームページ「「グリーンとしま」再生プロジェクト」（更新日 平成 24 年 2 月 21 日） 

 

2008 年(平成 20 年)11 月、豊島区は人口密度日本一の都市となりました。 
多くの人が集う、にぎわいのあるまちである豊島区を、緑いっぱいにする取り組みが「グリ

ーンとしま」再生プロジェクトです。 
一人あたりの公園面積が 23 区最下位、緑被率も下から数えたほうが早い豊島区において、

広大な緑地をつくることは困難です。 
しかし、限られたスペースを有効活用し、地域の皆さんとともにまちのいたるところに緑を

増やしていくことで、まち全体に緑のムーブメントを起こしていきたい。そんな思いから、平

成 21 年、このプロジェクトが始まりました。 
このプロジェクトでは、植樹や育樹（植えた苗木の手入れ）、区民フォーラム、講演会などを

実施し、区内の緑化推進に取り組んでいます。 
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７ 美しい都市空間の形成（景観都市づくり方針） 

７－①「アメニティ形成条例」 

豊島区では、国による景観法に先駆けて、景観に関する計画である「アメニティ形成基本計

画」に基づき「アメニティ形成条例」を平成５年４月に施行（平成 16 年４月改正）している。

この条例により、届出・通知に基づく助言や指導・協議、アメニティ形成指針の策定、特別推

進地区の指定、アメニティ作成審議会の設置、アメニティ形成賞などを定めている。 

また、現行都市計画マスタープランにおいて、アメニティ形成の基本的な考え方を次のよう

に示している。福祉アメニティの形成を含むなど、先進的な計画であり、景観計画策定におい

ても考え方を継承する必要がある。 

アメニティとは、人びとの生活に密着した環境と

空間の質の面を重視した、うるおい、住み心地、に

ぎわいなどの言葉に象徴される概念である。美しい

街並みや景観だけでなく、都市の自然や生態系、文

化や歴史を含む総合的な環境の質を意味するものと

して、重要性が認識されている。区民・事業者およ

び関係機関の参加と協働のもと、地域の中で育まれ、

個性を生み出している要素を大切に守り育て、アメ

ニティの形成を総合的にすすめている。 

 

「豊島区地区別整備方針」（平成 2年）において、アメニティ形成の基本的な考え方として、

施設アメニティ、街角アメニティ、道筋アメニティ等に重点をおきながらまちづくりを進める

としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「豊島区アメニティ形成基本計画」（平成 4年 6月） 

＜アメニティ形成の基本的な考え方＞ 

a.人にやさしい福祉アメニティの形成 
b.重点的なアメニティの形成 
c.施設アメニティの形成 
d.道路空間等のアメニティ形成 
e.民間建築物等の誘導 
f.アメニティ阻害原因の改善 
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７－②豊島区の地形 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７－③豊島区の坂 

 
出典：都市出版株式会社「東京人 11 月増刊号 2012 no.318」 

出典：「統計図説‘91」
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８ 東京の魅力を担う池袋副都心の再生（副都心の都市づくり方針） 

８－①エリア防災 

平成 23 年に内閣官房地域活性化統合事務局に設置された「都市再生の推進に係る有識者ボード

防災ＷＧ（中林一樹座長）」がとりまとめた「人口・機能集積エリアにおけるエリア防災のあり方」

では、以下の内容を記載している。 

 

エリア防災の意義 

（人口・機能集積エリアの特性） 

・大都市のターミナル駅周辺をはじめとする人口・機能集積エリアは、高層建築物、鉄道施設、

地下街等が水平的かつ垂直的に複雑に連結・近接する空間に、当該エリアに居住地や就業地を持

たない多数の来街者も含め、多くの人口が集中するとともに、業務機能、商業機能等が集積し、

我が国経済を牽引する都市の国際競争拠点となっている。 
・こうしたエリアは、地震等の大規模災害が発生した場合、 

- 多数の死傷者の発生 
- 特定の場所への退避者の集中による将棋倒し等のパニックの発生 
- 大量の滞留者・帰宅困難者の発生 

等の甚大な人的被害等が生じるリスクを抱えている。 
 

人口・機能集積エリアにおけるエリア防災のあり方 

（エリア全体の視点からの効率的・効果的取組） 

・人口・機能集積エリアにおいて大規模災害に対処するためには、個々の建築物の管理者・所有

者単位での防災対策、各企業単位での事業継続に係る対策等の着実な推進に加えて、エリア内の

関係者の連携・協力により、エリア全体の視点から、地域資源等の有効活用等により、防災安全

性、事業継続性等の向上をできる限り効率的かつ効果的に進めることが重要である。 
（官民連携及び行政のイニシアティブ） 

・行政関係機関等と地域の民間事業者等との間の官民連携を積極的に進めるとともに、エリアの

防災性等の確保が、関連する幅広い分野にまたがるものであることを踏まえ、官民双方の様々な

分野の関係者が、分野横断的に連携・協力して取り組むことが重要である。 
・また、こうしたエリア単位での連携・協力の構築には、関係者の問題意識等の共有を進め、利

害関係が相反することもある民間事業者等の間の調整を円滑に進めることが重要であることから、

行政関係者が一定のイニシアティブをとって取り組むことが重要である。 
（民間事業者等の連携・協力を促す環境整備） 

・エリア防災の充実にあたっては、当該エリアで活動する民間事業者等による連携・協力が不可

欠であるが、防災面での連携・協力は、必ずしも収益に直結しないケースが多い中で、一定のコ

スト負担が必要となる面もあるため、民間事業者等の積極的な連携・協力を得るのは容易ではな

いケースも想定される。 
・こうした実態を踏まえると、規制手法ではなく、エリア防災への協力に対するインセンティブ

を付与することで民間事業者等の取組や民間資金が円滑に供給される環境の整備を促進するとと

もに、民間事業者等の意向を十分に勘案することなくエリアの課題の全てを拙速に解決しようと

するのではなく、地域における合意形成の実態を踏まえて、必要に応じて、段階的かつ自律的に

対策の充実を図る等の配慮が必要と考えられる。 
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８－②池袋・新宿・渋谷エリア比較 

 池袋 新宿 渋谷 
1 日平均乗降客数 約 250 万人 約 363 万人 約 300 万人 
昼夜間人口比率 (H17) 

※1 
782.9 1015.8 927.7 

昼間人口密度(H17) 775.1(人/ha) 997.1(人/ha) 772.4(人/ha) 
夜間人口密度(H17) 99.0(人/ha) 98.2(人/ha) 83.3(人/ha) 
総企業数（2009 年）※2 8,788 社 6,942 社 7,302 社 
総企業数（2001 年）※2 8,915 社 7,307 社 8,413 社 
商業集積地※3 池袋西口 池袋東口 新宿西口 新宿東口 渋谷公園通 道玄坂 
月坪売上高（万円/坪） 44 54 84 69 40 60 

H14 調査と比較した 
月坪売上高の増減 

↘ 

-25%～-5% 

↓ 

～-25% 

↗ 

+5%～+25%

→ 

-5%～+5%

→ 

-5%～+5% 

↘ 

-25%～-5%

エリア内対象店舗数 197 369 282 454 331 277 
年間商品販売額の 
上位 10 位 

8 位 4 位 3 位 1 位 10 位 圏外 

平均募集賃料（オフィ

ス）※2※4（円／坪） 
(2012 年 4－6 月) 

池袋西口 池袋東口 西新宿 新宿 渋谷 神南・宇田川

町・道玄坂 

12,760 15,000 14,270 12,200 15,030 15,740 

空室率※2※4 
(2012 年 6 月末) 

6.9% 4.2% 9.1% 22.8% 6.6% 4.7% 

2000年の貸床面積に対

する 2011 年の割合※2 

112％ 
（池袋） 

118％ 
（西新宿） 

130％ 
（渋谷） 

賃貸オフィスビルの

貸室総面積※2 
24 万坪→26 万坪 

(2000 年頭→2011 年末)

44 万坪→52 万坪 
(2000 年頭→2011 年末)

20 万坪→26 万坪 
(2000 年頭→2011 年末) 

大型店舗数（店舗面積 
1,000 ㎡以上）※1 

24 店舗 
（2011 年 5 月時点） 

48 店舗 
（2011 年 5 月時点） 

36 店舗 
（2011 年 5 月時点） 

小売店舗数(H19) ※1 1,116 店舗 1,522 店舗 1,422 店舗 
エリアの単位面積当

たり小売店舗数※1 
5.7 店舗／ha 4.0 店舗／ha 6.2 店舗／ha 

小売業年間商品販売額

エリア総額(H19)※1 
600,270（百万円） 1,194,440（百万円） 634,696（百万円） 

小売業売場エリア総

面積 (H19) ※1 
352,268 ㎡ 480,922 ㎡ 293,300 ㎡ 

※1対象範囲＝東京都「副都心整備計画」における副都心エリア／町丁目ベース→次頁参照 

※2対象範囲の詳細は不明（調査主体(CBRE)が独自に設定したゾーン） 

※3対象範囲＝東京都が設定する商業集積地→次頁参照 

※4延床面積 500 坪以上を対象 
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出典：CBRE「オフィスジャパン-ネット」（2012 年春・夏号） 

CBRE「全国空室率・平均募集賃料一覧（新基準：延床面積 500 坪以上対象）」 

東京都総務局「東京の小売業（平成 19 年商業統計）」 

東京都総務局「平成 17 年 東京都の昼間人口」 

（平成 22 年国勢調査の小地域別昼間人口が公表されていない為、平成 17 年調査を使用） 

東洋経済新報社「全国大型小売店舗総覧 2012」 

※1対象範囲に関する補足 
東京都「副都心整備計画」における副都心エリア／町丁目ベース 

エリア 対象面積（ha） 対象町丁目 

池袋駅周辺エリア 196 東池袋１・３・４、南池袋１～２、西池袋１・３・５、

池袋１～２ 

新宿駅周辺エリア 377 
新宿３～６、歌舞伎町１～２、北新宿２、西新宿１～

３・６～８、渋谷区本町１、代々木１～３、千駄ヶ谷

５ 

渋谷駅周辺エリア 228 
東１、渋谷１～３、桜丘町、南平台町、道玄坂１～２、

円山町、神泉町、神山町、宇田川町、神南１、神宮前

５～６ 
池袋駅周辺              新宿駅周辺 

 
渋谷駅周辺 

 
 

※3「商業集積地」に関する補足 
商業集積地の定義 

主に都市計画法第８条に定める「用途地域」のうち、商業地域及び近隣商業地域であって、商店街を形成し

ている地区をいう。 

概ね一つの商店街を一つの商業集積地区とする。一つの商店街とは、小売店、飲食店及びサービス業が近接

して３０店舗以上あるものをいう。また、「一つの商店街」の定義に該当するショッピングセンターや多事業所

ビル（駅ビル、寄合百貨店等）は、原則として一つの商業集積地区とする。 

出典：「渋谷駅中心地区まちづくりガイドライン検討会 

補足資料（その２）」 
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■年間商品販売額からみた東京の商業集積地区 

商業集積地区の年間商品販売額の上位 10 位 

順位 
商業集積地

区名 

区市町

村名 

年間商品

販売額 

（百万円）

事業

所数

従業者

数 

（人） 

就業者

数 

（人） 

売場面積 

（平方メー

トル） 

大規模小

売店舗数

1 新宿駅東口 新宿区 515420 454 10316 18873 205051 25

2 銀座地域 中央区 483254 813 9455 13004 218815 23

3 新宿駅西口 新宿区 399353 282 5366 9017 130263 8

4 池袋駅東口 豊島区 337415 369 6375 19816 173287 17

5 室町地域 中央区 284446 51 2366 4844 65035 1

6 日本橋地域 中央区 208224 129 3962 8074 64895 4

7 
町田駅南口

地域 
町田市 188579 589 6036 9789 152791 19

8 池袋駅西口 豊島区 168829 197 3494 8019 104911 4

9 立川駅北口 立川市 160325 377 5250 8853 130151 11

10 
渋谷公園通

商店街 
渋谷区 155585 331 4190 7880 107178 9

出典：東京都総務局「東京の小売業（平成 19 年商業統計調査報告）」 
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■池袋・新宿・渋谷エリア比較 土地利用関連 

 池袋 新宿 渋谷 
調査年度 H8  H18 H8 H18 H8 H18 

宅地利用比率 （％） 
商業 70.8 68.2 63.8 66.6 68.1 72.6 
住宅 14.2 13.4 14.7 12.3 16.9 12.6 
工業 4.9 5.6 4.4 4.6 3.6 3.3 

建物用地利用比率 （％） 
事務所建築物 28.3 28.7 35.1 34.7 32.7 36.0 
専用商業施設 23.4 20.8 9.6 12.3 10.9 12.5 
住商併用施設 6.1 6.0 4.6 5.1 15.9 15.2 
集合住宅 10.6 11.4 9.7 9.3 10.8 8.4 

建物棟数密度 （棟／ha） 
グロス(/土地利用面積) 19.6 18.4 14.8 14.3 20.0 19.3 
ネット（/宅地面積） 38.2 34.1 27.6 25.3 34.2 30.5 

延べ面積比率 （％） 
事務所建築物 33.2 27.3 52.4 51.0 41.3 44.4 
専用商業施設 27.3 30.0 10.1 11.6 14.6 14.2 
住商併用施設 3.2 4.1 2.3 2.8 14.4 12.4 
集合住宅 9.3 11.9 7.1 6.8 7.8 7.5 

事務所床面積※ 
（～2009 年） 

1,759（千㎡） 2,374（千㎡） 5,098（千㎡） 

事務所平均築後年数※ 27.3 年 23.7 年 23.8 年 
※「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針」（東京都都市整備局 平成２０年１２月）で示す、セン

ター・コア・エリア内の都心等拠点地区の内部及び周辺の区域。概ね下記に示す町丁目の範囲。（※以外は副都

心整備計画の各整備区域を範囲とする。→p.29 参照） 
（新宿地区） 

新宿区歌舞伎町１・２、新宿３～６、西新宿１～３、６～８、内藤町、北新宿２、渋谷区千駄ヶ谷５・６、 
代々木１～３、本町１ 

（渋谷地区） 

渋谷区円山町、桜丘町、渋谷１～４、松濤１、神宮前５・６、神山町、神泉町、神南１、東１、道玄坂１・２、

南平台町、鶯谷町、宇田川町 
（池袋地区） 

豊島区西池袋１～３・５、池袋１・２、東池袋１～４、南池袋１～３ 
 

出典：東京都都市整備局「東京の土地利用」（平成 18 年度・平成 8 年度東京都土地利用現況調査） 

東京都都市整備局「東京の土地 2010（土地関係資料集）（平成 23 年 10 月）」 
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■宅地利用比率（平成 8年度、平成 18 年度比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
■建物棟数密度（平成 8年度、平成 18 年度比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■延べ面積比率（平成 8年度、平成 18 年度比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：東京都都市整備局「東京の土地利用」（平成 18 年度・平成 8 年度東京都土地利用現況調査） 

※グロスは全土地に対する割合

ネットは宅地に対する割合
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■各地区周辺の事務所の合計面積・平均築後年数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（課税資料より作成） 

■拠点等各地区周辺における事務所床面積の建築年別内訳              （千㎡） 
 

～1959 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代 計 
平均築後

年数 

新宿地区 15 303 1,449 1,006 1,850 476 5,098 23.7 年 
渋谷地区 4 218 548 576 602 426 2,374 23.8 年 
池袋地区 31 92 709 508 349 69 1,759 27.3 年 
（注）１．課税資料より作成（平成２２年１月１日現在）、事務所には、銀行を含む。 

２．「拠点等地区周辺」とは、「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針」（東京都都市整備局 

平成２０年１２月）で示す、センター・コア・エリア内の都心等拠点地区の内部及び周辺の区域であ

る。図の値は、各地区周辺の値を表わす。 

出典：東京都都市整備局「東京の土地 2010（土地関係資料集）概要版」 
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８－③副都心整備ガイドプラン対象区域内の土地利用現況 

 

 
出典：池袋副都心整備ガイドプラン（平成 22 年 6月） 
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隣接区の都市計画マスタープラン（将来都市像） 

隣接区の都市マス将来都市像等、広域的な整合を図り、本区の将来都市像を検討する。 
①文京区 
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②新宿区 
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③中野区 

 



 42

④練馬区 
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⑤板橋区 
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⑥北区 

 

 


